様式第１号

入札参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日　

静岡県総合教育センター所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　商号又は名称
代表者氏名                     印
下記の業務に係る競争入札に参加する資格について確認されたく、資料を添えて申請します。

なお、地方自治法施行令第167条の４の規定に該当する者でないこと及び下記の４で示した事項並びに添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
記

１　入札番号　　第３号
２　業 務 名　　令和８年度静岡県24時間子供SOSダイヤル業務委託

３　電話相談員等の資格

	電話相談員

※１
	１　電話相談に１年以上の経験を有する者　　

２　教職又は児童福祉の職の経験を有する者　

３　大学又は大学院において心理学を主として専攻し、修了した者　　　　　　　　　　　　　　　　　

	業務責任者
	・「公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会の認定に係る臨床心理士」又は「公認心理師」の資格を有する者

・入札参加資格確認申請書等の提出期限以前に３ヶ月以上の雇用関係にある者
（　　　　）名　※２


· １　該当する番号全てに○を付してください。

· ２（　　）に本業務の従事予定者数を記入してください。また、従事予定者が「臨

床心理士」又は「公認心理師」の資格を有していることが確認できる書類（写し可）及び雇用関係を証する書類（健康保険証の写し等）を添付してください。
４　その他の事項

（1） 入札説明書で示した業務について履行できる。

（2） 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てが成されている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でない。

（3） 次のアからキまでのいずれにも該当しない。

1 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第2条第2号に該当する団体（以下「暴力団」という。）
2 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

3 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

4 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

5 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

6 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

7 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者

